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研究成果の概要（和文）：教員養成カリキュラム改革支援をコンポーネントとするJICA技術協力案件（ミャンマ
ー、カンボジア、モザンビーク）を取り上げ、教育政策移転の観点から分析・考察した。分析の結果、参加した
日本人専門家は、教科の特性や、所属する大学の教員養成カリキュラム・シラバスを参考に「教科の考え方」、
「生徒主体のありかた」、「振り返り（省察）」といった実践を移転しようとしていた。現地、本邦研修で日本
人との共同作業を通して移転されることが多い。本邦研修での体験（大学、附属校での授業参観）も移転の重要
なチャンネルであった。定着したかどうかの判断は時期尚早である。

研究成果の概要（英文）：The researchers took up three JICA projects that involve supporting the 
reform of teacher education curricula as a component (in Myanmar, Cambodia, and Mozmbique) and 
analyzed and examined them from the perspective of educational policy transfer. The analysis 
revealed that the Japanese specialists involved in these projects aimed to transfer practices such 
as "approach to subjects," "student-centeredness," and "reflection (introspection)" by referring to 
the characteristics of the subjects and the teacher training curricula and syllabi of their 
affiliated universities. Many of these practices were transferred through collaborative work with 
Japanese experts during local and in-country training. The experiences gained during the in-country 
training, such as classroom observations at universities and affiliated schools, also served as 
important channels for transfer. 

研究分野： 比較・国際教育

キーワード： 教育政策移転　日本型教育　ミャンマー　カンボジア　モザンビーク
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研究成果の学術的意義や社会的意義
国際教育協力において、日本人専門家は日本の教育の優れた側面を移転しようとする。途上国の教員養成改革を
支援する際に、それぞれのプロジェクトでどのような教員養成政策・実践が移転されようとしたかを探ること
で、日本の教員養成の何がどう優れていると考えられているかが明らかになる。また教育政策・実践の移転の方
法、受容に貢献、阻害した要因をさぐることは、教育政策移転を理解する上で意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

「世界開発報告 2018: 教育と学び」は、多くの開発途上国において「学校教育が学びに結

びついていない」ことを指摘し、教育の「学習危機」に警鐘を鳴らした。就学機会は拡大したも

のの、年齢相応の基礎学力を身につけていない貧困家庭の子どもたちが多数存在する、とい

うのである。その理由はいくつか考えられるが、子どもたちにとって重要な学習資源である教

員の質の問題は看過できない。先行研究では、アフリカにおいて子どもの学力向上に最も効果

があるのは、授業での教師の教え方と言われている（Conn, 2017）。 

従来、我が国の途上国の教育支援は、理数科における現職教員の能力強化中心のアプロー

チであり（JICA,2015）、日本の現職研修のベストプラクティスとして「授業研究」のコンポー

ネントが必ず含まれている (Matachi, 2016)。これは、先行研究での知見とも合致する有

望なアプローチである。しかし、学校レベルで導入・実践されるべき授業研究は先進国であっ

ても挫折する例が数多く報告されており、途上国で根付いた事例は多くない（小野, 2019）。

一般に、教育開発援助として授業研究が「貸与」される場合、移転先の国において、目的をもっ

て借用されない場合、オーナーシップに乏しく定着が難しい（小野, 202３）。第２に、途上国の

場合、教科内容の理解が不十分なため、教科の特性を踏まえた議論が欠落していることが挙

げられる。 

途上国での授業研究に関しては、授業研究会でのコメントが一般的教授法に偏っており（阿

部・小野, 2013; Ono, et al, 2014；Stols, Ono & Rogan, 2015）、教科の特性を踏ま

えた議論が欠落していることが指摘されている（前田・小野, 2014；木村・米澤・小野, 2015；

前田・米澤・小野, 2016）。教員養成段階において教科内容を十分に習得していないこと（木

村・米澤・小野, 2015; 前田・米澤・小野,2016）による、教員の質の問題が大きい。 

このような状況を打破するため、近年、ドナーや国際機関は途上国の教員養成改革支援を活

発化しており、日本もその例外ではない。注目すべきは、「日本の強みを生かした協力」として

「日本型教育」の輸出（移転）が奨励されていることである。歴史的、文化的にも背景の異なる

途上国において、教員養成改革支援としてどのような「日本型教員養成カリキュラム」を移転し

ようとしているのか。また、輸入する側はそれをどのように受け止め、受容しようとしているの

か。こうした点を解明することを通じて、「日本型教員養成カリキュラム」の特徴を浮き彫りに

することを意図している。 

 

 

２．研究の目的 

国際協力機構（JICA）が実施する技術協力案件のうち、教員養成カリキュラム改革支援をコ

ンポーネントとする案件（ミャンマー、カンボジア、モザンビーク）を事例として取り上げ、教育

政策移転の観点から、以下の 3点を明らかにすることを目的とする 

① 移転しようとする日本型教員養成政策はどのようなものか（移転政策）  

② 日本型教員養成政策の移転はどのようになされたか（移転の方法） 

③ 日本型教員養成政策はどのように現地で受容されたか（移転政策の受容） 

 

３．研究の方法 

上記研究目的を達成するため、政策移転、教育政策移転に関する理論的枠組みを検討した。

さらに、3 カ国の技術協力プロジェクトについて、プロジェクト・ドキュメントを含む関連文献の



収集と分析、ならびにプロジェクト関係者（日本人ならびに現地 CP）への聞き取り調査を行っ

た。 

 
４．研究成果  
ミャンマー：初等教育カリキュラム改訂プロジェクト（CREATE）  
・協力期間：2014/5―２０２１/３ 

・2011 年の民政移管後、ミャンマー政府は国際水準の教育を標榜し、大規模な教育改革に着

手した。CREATE は初等教育カリキュラム・教科書・アセスメントを一体化して整備し、新カリ

キュラム導入のための教員研修と、新カリキュラムに基づく教育活動ができるような教員養成

を支援することとされた。CREATE では現地人材は初等教育カリキュラム開発チームと教師

教育チームとに分かれていたが、プロジェクト自体は生徒の学びを促す初等教育カリキュラム

の開発・実施がより大きな割合を占める。 

・ASEAN 諸国内での教員養成の高度化・学士化の動向を反映して、プロジェクト開始以前か

ら、ミャンマー国内でも初等教員の 4 年制教育大学での養成の議論があった。しかし、いつ着

手するかが明確でないことから、CREATE内では 2年制教員養成校のカリキュラム改善や指

導書、学生用教材の作成を支援した。 

・JICA は、2011 年以前の軍事政権下のミャンマーにあっても教育支援を行い、技術協力プ

ロジェクトの実施を通して、カリキュラム改訂や児童中心主義教育の普及に貢献した実績を持

つ。その期間、ミャンマーの教員養成校の教員や教育関係者が本邦研修や文部省の留学生制

度を活用して日本で学んでいる。日本を経験し、日本人専門家や日本の大学教員のもとで活

動した経験を持つこうした人材が、現地教師教育チームに加わり、鳴門教育大学での本邦研修

において、リーダー的役割を果たしながら日本人教員の支援のもと「教科教育法」のテキスト、

指導手引き、教材の作成にあたった（2016-2017）。 

・「国語（ミャンマー語）」を例にとると、新教科書作成にあたって、日本人専門家が基本方針と

したのは以下の諸点である。①文字学習方法の変革、②多様なジャンルに応じた指導、③子ど

もの側にたった指導、④1 時間の指導方法の変革、⑤教科書の機能、⑥学習者の成長を目指す、

⑦ 現代の口語の導入、⑧多言語多文化への対応、⑨学年ごとに必要な能力の明確な設定（ク

アニシ・幾田・長田、2021）。⑧を除いては、日本の経験を指針として教科書作成に臨んでいる。

こうした基本方針に基づく教科書を使って「児童中心」の授業をする教員の養成のため、鳴門

教育大学での本邦研修では、附属小学校での授業参観、大学での「教科教育法」の授業参観が

組み込まれた。本邦研修を担当した日本人教員は、自明と考えていた事柄、すなわち「児童の

活動を組織する」、「音読、範読、教材研究」、「言語能力の習得」といった考え方の共有が難しか

ったと述べている。 

・教師教育チームの CPへの聞き取り調査（2019年 2月実施）では、プロジェクトで学んだ重要な

こととして、「省察」、「自己学習」、「授業研究」、「計画・準備・フィードバック・省察」が挙げられた。ま

た、日本の教育実習が事前事後指導を含め、体系的になされていることを重要だとする指摘が複

数人からあった。 

 
カンボジア：教員養成大学設立のための基盤構築プロジェクト（E-TEC）  
・協力期間：2017/1～2022/1/31 

・紛争からの復興期において、厳しい教員不足に対応するため、変則的な短期講習によって教員養

成がスタートしたが、その後、2 年制の教員養成校において小・中学校教員の養成が行われている。

しかし、教員養成校への入学試験合格者は中等教育修了試験の成績の下位者が多く、教員の質が

問題とされてきた。2015 年の産業開発政策によって産業人材の育成のための教育改革の一環と



して、教員養成の高度化=学士化を重要施策と位置付けた。 

・JICAは2000年以降、カンボジアの中等理数科教育の改善プロジェクトを実施した実績がある。

E-TEC は、その経験、教訓を生かして 4 年制教育大学の運営から、教員養成課程カリキュラム、シ

ラバス、教材作成と試用、そして実践的な教員養成課程の授業支援まで、まさに新設大学を軌道に

のせるまでのあらゆる側面を含む支援と言っても過言ではない。E-TECの総括は現地での活動経

験が長く、クメール語に堪能で、かつ教科専門的力量の高い方で、CPから全幅の信頼を得ている。

本プロジェクトでも、JICA の本邦研修や文科省留学制度によって日本の教育経験を体験的に見聞

した現地 CP が関わっている。大学運営は広島大学、教員養成課程カリキュラムのうち、理数科、心

理学等の授業科目のシラバス作成は奈良教育大学が主体となって支援した。 

・理数科のシラバス作成に関わったカンボジア CP（4 年制教育大学理数科教員）への聞き取り調査

（2023年 2月実施）では、2年制と 4年制のカリキュラム・シラバスを比較して改善された点とし

て、以下の項目を挙げる者が多かった。「教育内容が体系的である」、「実践的な内容である」、「学生

の指導法が適切である」、「入学当初から、すこしずつ、学校に関わり、学校の理解を深めるよう、カ

リキュラムが構成されている」、「カリキュラムは生涯学習者として教員を育てようとしている」。こ

れらの項目は、回答者が、プロジェクトを通してもっとも学んだこととしてあげた項目と重複してい

る。これらの学びは、①現地での日本人専門家による説明、プレゼン、②現地セミナー等で日本人専

門家とともに演習や実習をしたこと、③事例についての省察、を通じて得られた、と回答していた。 

・E-TEC はスタートしたばかりであり、E-TEC のシラバス、教材がどのように活用され、どのよう

な授業が展開され、どのような成果を生むのか、継続的な授業観察等のデータ収集、アセスメント

が望まれる。 

 

モザンビーク：初等教員養成校（IFP）における新カリキュラム普及プロジェクト（RENCIFOP） 

・協力期間：2016/3～2020/6 

・モザンビークが 2007 年に開始した教員養成は、教員不足を補うために教員養成期間がわずか

1 年の詰込み型であった。教員としての高い専門的知識と実践力を備えた教師の養成が課題であ

るとして、2012年から「10+３」型の教員養成が導入された。これは、教員養成期間を 3年に延長

するものである。この教育改革に連動して、JICA は現職教員の能力強化や教員養成校の建築、さ

らに、本邦研修において中核人材の育成にも協力した。そうした実績を踏まえて、RENCIFOP は、

この「10＋３」型の教員養成カリキュラムに基づき、理数科の教材開発を行い、質の高い教員養成

の構築支援を目指した。 

・プロジェクト総括への聞き取り調査（2019 年 3 月）から、RENCIFOP では教員養成カリキュラ

ムには手を付けず、教員養成校で使用する教材開発がメインのプロジェクトであることが確認され

た。プロジェクト開始時のベースライン調査において、教員養成校に在籍する学生の学力調査とと

もに、カリキュラムについても調査を行っている。その結果、1年次に理数科教育関係の科目が集中

していることが明らかになった。また、コンテンツについて学ぶ時間も少ないという問題点もあり、

こした問題点については現地での合同会議で共有した。算数については、数学 I, II、算数科教育法、

応用問題集を作成した。養成校の学生、教師の教材に対する評価は良い。教材開発チームのメ

ンバー自身も自分たちの能力が向上したという実感をもっている。初等理科についてはカリキ

ュラムに偏りがみられ、いずれ世界標準に改訂されることは必須なので、それを視野において

教材開発を行っている。運営指導調査団による CP への聞き取りでは、日本人専門家の仕事

の仕方への評価も高かった。 

・そうした評価につながったのは、専門性に裏打ちされた高い技術力と、成果の可視化と情報



共有、質の高い調査により日本人専門家、日本の技術協力に対する信頼が高まったからと考え

られる（KRC・パデコ、２０２０）。フォーカル・ポイントとなる人物がプロジェクトをよく理解し、

関係者の意思疎通において効果的な役割を果たしたことが挙げられる。 

・後続案件として、「新しい学校教育制度の対応したカリキュラム普及プロジェクト」が2021年

3 月から 2027 年 3 月までの 6 年計画でスタートしている。このプロジェクトは、全公立学

校、全教員養成校を対象に、初等理数科カリキュラムの改定、教科書改訂、アセスメント、教師

教育、現職教育強化を含むもので、全体として理数科学力の向上を目指すという。 

研究目的に沿って、本研究から明らかになったことを要約する。 

① 移転しようとする日本型教員養成政策はどのようなものか（移転政策）  

プロジェクトに関わる日本人専門家が所属する大学で実施しているカリキュラム、シラバス

を参考に、相手方のニーズ、コンテクストを考えながら、「教科の考え方」、「生徒主体」、「振

り返り（省察）」の重要性を移転しようとしている。 

② 日本型教員養成政策の移転はどのようになされたか（移転の方法） 

   現地や本邦研修において、日本人専門家と一緒に作業することを通じて移転しようとして

いる。 

③  日本型教員養成政策はどのように現地で受容されたか（移転政策の受容） 

この点については、現地での授業観察ができなかったことと、受容には一定程度時間がか

かることから、現時点での判断は難しい。ただし、教材等の使用ということに関しては現地

ＣＰと共同で作成しており、受容されている。  
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